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[基調講演] 

系統営農経済事業の課題と今後の方向 
大西茂志（JA全農営農総合対策部次長） 

現在の JA 事業は、プラス面

とマイナス面が混在していて、

課題が明確になっていない。合

併以前は、JA の事務所にはいつ

も農家がいて、夜は職員と共に

酒を飲み交わすなどして、小さ

なコミュニティができていた。

それが、大型合併によって変質し、そして新しい事

業体制へどのように転換するかというところで、私

たちはずっと苦しんでいる。再生の基準はどこにあ

るのか。縮小スパイラルという課題を、私たちはど

のように乗り越えていくのか。 

1．現状と課題 

平成 2 年度と 17 年度の統計を比較してみると、

耕種農業販売額全体は 27％減少している。それが、

JA の耕種農業販売額となると 33％の減少となって

おり、全体よりもさらに 6％も悪い値になっている。

それだけ、販売・生産に関する JA の関与、もっと

言えば組合員と JA の関係が弱くなっているといえ

る。また、JA 営農経済事業職員数一人あたりの正

組合員数を見ると、平成 2 年度は 36 人であったの

に対し、平成 17 年度では 49 人と増加している。こ

れは、組合員の要望ややる気を受け止める力が明ら

かに低下していることを表しており、先に述べた販

売額の低下と無関係ではないだろう。 

次に、JA の作物別販売額の統計を見ると、平成 2
年から 17 年の間に、米・麦・果実の販売額は、約

半分にまで減少。しかし一方で、豆類、野菜、茶、

花きなどは増加傾向にある。この数値は、国民の需

要を端的に表している。農家経営を改善していくた

めには、こういった需要の動向を見極めたうえで、

どのような品目を拡大していくかという点が、大き

なポイントである。 

2．「出向き話を聞く」体制の強化 

JA 全農では、農家と JA の関係を真正面から受け

止め、対策を講じていくために、平成 18 年に基本

要領を作成した。地域農業の活性化には農業経営の

安定が必要不可欠であり、そのためには、生産性の

向上や手取りの最大化を図らねばならない。そして、

その実現に向けて、今、経済事業の団体としてやる

べきもっとも重要なことは、「出向き話を聞く」体

制をつくること。そして、これをうまく事業の中に

取り込んでいくことである。 

JA 全農の支援対策の成功事例を見ると、共通し

ているのは、出向く体制を強化して、手取りに直結

する販売事業に取り組んでいる点である。 

たとえば、千葉県では、県本部の青果加工センタ

ーを活用し、JA 利用の低い大規模農家への事業提

案を実施している。連合会と JA が総合的に連携し、

出荷形態の簡素化、栽培指導、育苗受託、さらには

労働者紹介に至るまでサポートを行い、結果を出し

ている。 

また、岡山県では、フレコン出荷・温湯消毒・畦

畔管理の被覆作物を導入して、JA 利用の低かった

農家を対象に地域の結集を高め、成果を上げている。

JA 職員が農家に頻繁に足を運び、都合を伺い、販

売面まで相談を行うなどして、まさに JA の総合力

を発揮した取組を行っている。 

まず訪問する担い手を決め、そこに常時訪問し、

そこで得た情報を JA 全体で受け止めながら対策を

打ち出し、結果を出す。私たちはこの一連の仕事を

「TAC」と名づけ、JA の共通言語として確実に展

開していくことを、平成 20 年度の重点実施事項と

した。 
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3．TAC システム活用の実際 

TAC システムは次のようになっている。まずは、

地域の担い手のところに出向く職員を決め、それを、

営農指導はじめ、販売・購買、さらに常務までが支

える。また、月に 1 度の担当者会を実施し、そこに

は連合会、中央会も参加する。ここで大切なことは、

悩みや課題をいかに共有化するかという点だ。その

ためには、資料作成に時間をかけず、誰が見てもわ

かるようできるだけシンプルなものにして、定例会

に使用すること。JA の総合力を発揮すれば、課題

の解決に向けた判断を瞬時に下し、動くことができ

るはずだ。 

TAC で成果を上げている JA を見ると、共通して

いるポイントは、JA 役員はじめ、各団体とも横断

的な連携をとりながら、きっちりとミーティングを

行っている点である。JA の規模や取組期間の長さ

は特に関係ないようだ。TAC の要員数も、担い手

数に対して何人が必要ということではなく、しっか

りした活動を確実に行える人材を確保すれば、少人

数でも流れをつくることが可能である。 

TAC の仕組みが回転するようになれば、組合員

のやる気をうまく引き出すことができるようになる。

私が特に注目したのは、TAC の活動が、融資など

の新しい投資まで積極的に結び付けられる例が多い

という点だ。 

農家の要望をきちんと受信し、JA 内部の結集力

を高め、総合力を発揮して、事業として戻していく。

その積み重ねによって、経営が改善されるとともに、

地域の農家の要望に応える力を持った JA となりえ

るのである。組合員・現場を起点とする営農経済事

業体制を構築することで、事業拡大スパイラルを実

現する。その核となるのが、TAC である。 
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